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上場株式・公募株式投信 申告分離 申告分離

特定公社債・公募公社債投信 源泉分離→申告分離 非課税→申告分離

デリバティブ取引 申告分離

預貯金等 源泉分離 ―

【現状及び問題点】
○ 金融商品間の損益通算の範囲については、2016年1月より、上場株式等に加え、特定公社債等にまで
拡大されたところ。

○ しかしながら、デリバティブ取引・預貯金等については、未だ損益通算が認められておらず、投資家が
多様な金融商品に投資しやすい環境の整備は道半ば。

◆金融所得課税の一体化（金融商品に係る損益通算範囲の拡大） 〔金融庁主担、農林水産省・経済産業省が共同要望〕

現在、損益通算が認められてい
る範囲

2016年１月～ 2016年１月～

【金融商品に係る課税方式】

【大綱の概要 （検討事項）】

デリバティブを含む金融所得課税の更なる一体化については、総合取引所における個人投資家の取引
状況等も踏まえつつ、投資家が多様な金融商品に投資しやすい環境を整備する観点から、時価評価課税
の有効性や課題を始めとして多様なスキームによる意図的な租税回避行為を防止するための具体的な方
策を含め、関係者の理解を得つつ、早期に検討する。


